
政策Ⅲ－4　快適な暮らしの実現

快適な居住環境づくり

目標値(平成19年度） 現状値　(平成15年度）

   ① 汚水処理人口普及率   61.0 ％
   ② 誘導居住水準達成率    62.0 %
 ･

①汚水処理施設による処理人口の合計値が総人口に占める割合です。目標値は、｢新・全県域下水道化

　構想」における平成22年度目標値６５％より設定しました。現状値は、平成１４年度末数値です。

②誘導居住水準とは、住生活の向上を図るため国が定めた基準であり、この基準を満たす戸建住宅や

　共同住宅の割合です。

○快適な居住環境に不可欠な下水道等の汚水処理施設（公共下水道、農業・漁業集落排水

   施設、合併処理浄化槽等）の整備状況は、全国と比べ著しく遅れており、市町村と一体

   となり地域の実情にあった効率的な手法による整備促進が求められています。(図表１)

○安全で安心な飲用水を確保するために、水道未普及地域の解消や水不足が懸念される県

   東部地域での水道水の確保及び水道施設の整備が必要となっています。

○本県では、持ち家率が約7割と高い一方で築後年数の経過した住宅も多く、子どもから

　高齢者まで快適に暮らせる質の高い住宅が求められています。また、若者定住やＵ・Ｉ

　ターンの促進のためにも良質な住まいづくりを促進する必要があります。(図表２参照）

○住宅に困窮する低額所得者に対する県営住宅の改善や高齢者が安心して暮らせるバリア

　フリー、緊急対応設備を備えた優良な賃貸住宅の供給が求められています。

○身近な場所の緑化は居住環境の快適さに寄与します。公共施設の緑化や県民の主体的な

　取り組みを促進していくことが必要です。

　 快適な居住環境を実現するため、下水道等の汚水処理施設の整備、良質な
住宅の整備促進、環境の緑化などに取り組みます。

            ①   50.2％
            ②   57.7%

　　施    策
（Ⅲ－４－２）
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　 〔担当課〕農村整備課

〔担当課〕漁港漁場整備課

〔担当課〕廃棄物対策課

○農村地域において、農業用排水・公共用水域の水質保全、

　農村生活環境の改善を図るため、し尿、生活雑排水を処理

　する農業集落排水施設の整備を促進します。

　◇農業集落排水施設の整備事業（県営・団体営）

◇全県域下水道化構想推進
   事業

○全県域で下水道等の汚水処理施設の整備を促進するため、

　平成22年度の目標普及率６５％の達成をめざします。

　《重点項目》

　・整備が遅れている地域への取り組みの強化

　・地域の特性に応じた整備方式の選定

　・汚泥処分方法の確立と下水道資源の活用

　・水洗化の促進　　　　　　　　　　　　など

　◇下水道整備基本構想推進事業

◇市町村下水道事業支援事務

○宍道湖・中海の水質保全と流域における生活環境の改善を

   図るため、宍道湖流域下水道の正常な運転と施設整備を行

   い、下水道利用による快適な生活を創出します。

　◇宍道湖流域下水道運転管理事業

　　〔担当課〕下水道推進課

○市町村下水道の基本計画の策定支援や公共下水道事業の

　支援等を通じて、地域環境に適した効果的、効率的な下

　水道の整備を促進します。

　◇市町村下水道整備支援事務

◇農業集落排水施設の整備
   事業

◇流域下水道の運営

事　業　名
◇主な事務事業

概　　　　要

◇合併処理浄化槽普及促進
   事業

○集合処理施設の適さない地域の恒久的な汚水処理施設とし

　て、合併処理浄化槽の普及促進を図るため、市町村設置型

　浄化槽の整備等を支援します。

　◇市町村設置型浄化槽整備促進交付金

○漁村において緑地広場等の整備を推進するとともに、市町

　村が行う下水道等の整備を支援します。

　◇漁村環境整備事業

◇公営住宅供給事業 ○老朽県営住宅の建て替え、改修を促進し、入居者の住生活

　の向上を図ります。

　◇県営住宅建設事業

○インターネット、紙媒体等による情報発信により県民の住

　まいに関する意識の向上と啓発を図り、良質な住宅整備を

　促進します。

　◇住まい情報提供事業

　　〔担当課〕下水道推進課

　　 〔担当課〕建築住宅課

◇漁村環境の整備

　　〔担当課〕下水道推進課

　　 〔担当課〕建築住宅課

◇住まいに関する情報提供・
　相談事業

目的を達成するための主な基本事務事業

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　◎　　 －　　－　　－

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　   ◎        －　　－　　○

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　○　　◎　　 －　　－　　○

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　○　　 －　　－　　－

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　◎　 　－      －　　○

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　○　　◎　 　－　　－　　○

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　○　   ◎        ◎　　－　　○

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　 ◎　　－　　－　　－
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　〔担当課〕薬事衛生課

　 〔担当課〕企業局開発課

◇緑化推進事業 ○公共施設の緑化、県民への記念植樹苗木の提供を行うとと

　もに、県立緑化センターにおいて緑化知識や技術の普及を

　行います。

　◇緑化推進事業

◇水道未普及地域の解消等
　施設整備事業

概　　　　要

○松江市ほか９市町村の水不足を解消するため尾原ダムを

　水源とする斐伊川水道施設を建設します。

　◇島根県水道用水供給事業（第2期拡張）

       <斐伊川水道建設事業>

○安全で安心できる水道水等の飲用水を県民誰でもが享受で

　きるよう、地域の実情に応じた水道施設等の整備を支援し

　ます。

　◇公営水道施設整備促進事務

　◇個人設置水道施設整備促進事務

　　 〔担当課〕林業課

◇県営上水道建設事業

事　業　名

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　◎　 　－      －　　○

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　○　 　－　　－　　○

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　 ◎　　－　　－　　－
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図表１ 汚水処理人口普及率（H14年度末）

42.5%

49.2%

51.3%

57.7%

0% 20%40%60% 80%100%

昭和６３年 

平成　５年 

平成１０年 

平成１５年 

最低居住水準未
満の世帯数

最低居住水準以
上誘導居住水準
未満の世帯数

誘導居住水準以
上の世帯数

図表2  誘導居住水準以上の世帯
 の割合（島根県）

誘導居住水準

　戸建住宅又は共同住宅における居住室の構成や規模、性能・設備、住環境世帯人員別住宅規
模など、望ましい住居水準を推進するため国で設定された基準です。都市部の共同住宅を想定
したものと都市郊外等一般地域の戸建住宅を想定したものがあります。島根県は全国平均を上
回っています。
　【算式】誘導居住水準達成率＝誘導居住水準以上世帯数（一般型＋都市型）/ 主世帯総数

　例）世帯人員4人の場合

　
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：総務省統計局「住宅土地統計調査」

用語解説

資料：総務省統計局「住宅土地統計調査」資料：県下水道推進課調べ


